
事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

平成22年度実績

※平成21年度実績

・　来庁舎案内　･･･　10101010,,,,691691691691件件件件

・　電話応対　･･･・・　13131313,,,,753753753753件件件件

５．事業費 （単位：千円）

21 22

3月

1,212

1,328

合計 11,28811,28811,28811,288 14,34814,34814,34814,348 25,63625,63625,63625,636
2,545 25,636

9,100

11,024

13,026

14,974

16,983

18,793

20,632

23,091

2,246

1,924

1,839

2,459

2,002

1,948

2,009

1,810

2,405 2,405

1,134

1,217

4,398

6,854

1,993

2,456

1,247

1,217

1,271

1,168

1,066

1,247

1,179

1,260

1,152

1,114

1,134

859

1,239

1,078

858

755

769

749

658

11月

12月

1月 725

2月

7月

8月

9月

10月

4月

5月

6月

年度 総事業費

来庁舎案内 電話応対 月計 累計

４．平成２２年度事業の成果

事業種別事業名

担当課 課長名 喜納昌義

総合窓口案内事業

一般管理費

予
算
科
目

中項目

総務課 一般会計

総務費

総務管理費

地方債

一般財源 -

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

その他特定財源

2,4252,427

2,427

年度決算

2,425事　業　費 -

年度決算率

総
合
計
画 小項目 住民参加型の行政の推進

住民参加型の行政の推進

大項目 行財政の確立

対象（何、誰のために） 来庁舎

行政サービスの向上が図られる
事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

・電話対応
・来庁舎への対応、案内等

関連計画等

事業期間

根拠法令等

平成 年度　～　平成

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 4

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【選挙管理委員会の開催状況】

・定例会　年４回開催（通常は3・6・9・12月の定時登録の際に招集）

　【委員会実績（平成22年）】

　第1回委員会　…　平成22年3月2日（火） 　第2回委員会　…　平成22年3月31日（水）

　第3回委員会　…　平成22年6月2日（水） 　第4回委員会　…　平成22年6月18日（金）

　第5回委員会　…　平成22年6月23日（水） 　第6回委員会　…　平成22年8月6日（金）

　第7回委員会　…　平成22年9月6日（月） 　第8回委員会　…　平成22年11月1日（月）

　第9回委員会　…　平成22年11月10日（水） 　第10回委員会　…　平成22年12月2日（水）

・選挙時期になると不定期の委員会開催を数回行う。

　　参議院議員選挙関連　委員会（3回）

　　西原町議会議員選挙関連　委員会（2回）

　　沖縄県知事選挙関連　委員会（2回）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 選挙管理委員会事務運営事業 事業種別

担当課 選挙管理委員会 課長名 喜納昌義

選挙費

小項目 住民参加型の行政の推進 選挙管理委員会費

対象（何、誰のために） 選挙事務

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 住民参加型の行政の推進

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正かつ円滑な事務の執行を図る

・選挙管理委員会の開催
・選挙管理委員会の事務経費の支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 公職選挙法第5条、地方自治法181条 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

※　選挙時の委員会の開催については、上記委員会実績と重複している

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 2,569 2,528

県支出金 3 4

国庫支出金

地方債

2,524

財
源
内
訳

一般財源 - 2,566

その他特定財源

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 4

1 項 目

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【第22回参議院議員通常選挙】

・投票日：

・有権者数： 26,172人（男：13,015人、女：13,157人）

・投票者数： 15,022人（男：7,355人、女：7,667人）

・投票率： 57.4%（男：56.51％、女：58.27％）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 参議院議員選挙 事業種別

担当課 選挙管理委員会 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 住民参加型の行政の推進 選挙費

小項目 住民参加型の行政の推進 参議院議員選挙費

対象（何、誰のために） 選挙人及び被選挙人

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

参議院議員選挙の適正な管理執行

任期満了に伴う参議院議員選挙の管理執行

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 公職選挙法第32条 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

平成22年7月11日

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 0 10,801

県支出金 10,801

国庫支出金

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 4

1 項 目

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【西原町議会議員選挙】

・投票日：

・有権者数： 25,704人（男：12,765人、女：12,939人）

・投票者数： 14,677人（男：7,133人、女：7,544人）

・投票率： 57.1%（男：55.88％、女：58.30％）

・立候補者数：　21人

・当選者数： 19人

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 町議会議員選挙 事業種別

担当課 選挙管理委員会 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 住民参加型の行政の推進 選挙費

小項目 住民参加型の行政の推進 町議会議員費

対象（何、誰のために） 選挙人及び被選挙人

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町議会議員選挙の適正な管理執行

任期満了に伴う町議会議員選挙の管理執行

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 公職選挙法第33条 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

平成22年9月12日

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 0 6,166

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 - 0

県支出金

6,166

その他特定財源

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 4

1 項 目

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【沖縄県知事選挙】

・投票日：

・有権者数： 25,992人(男：12,915人、女：13,077人）

・投票者数： 16,934人（男：8,196人、女：8,738人）

・投票率：

５．事業費 （単位：千円）

21 22

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

県支出金 6,329

国庫支出金

事　業　費 - 0 6,329

４．平成２２年度事業の成果

平成22年11月28日

65.15%（男：63.46％、女：66.82％）

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 公職選挙法第33条 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

県知事選挙の適正な管理執行

任期満了に伴う県知事選挙の管理執行

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 選挙人及び被選挙人

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 住民参加型の行政の推進 選挙費

小項目 住民参加型の行政の推進 県知事選挙費

担当課 選挙管理委員会 課長名 喜納昌義

事業名 県知事選挙 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

（1）広報にしはらの発行（毎月1日発行）

（2）窓口相談員の設置（毎月第1・3火曜日）

（3）西原町ホームページ

（4）西原町メールマガジン「さわふじメール」の発行

（5）西原町公式ツイッター「さわふじったー」（随時更新）

【窓口相談員】 （単位：件数）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

3,350

財
源
内
訳

一般財源 - 3,194

その他特定財源 480 480

地方債

県支出金 3,408

国庫支出金

事　業　費 - 7,082 3,830

窓口相談員への相談件数 11 17

率 年度決算 年度決算

４．平成２２年度事業の成果

(イベント情報メール：毎週木曜　子育て支援・健康づくりメール：毎週水曜　生涯学習だより「マナびん」1日・15日

22年度 21年度

根拠法令等 西原町広報事務規定　規定第18号 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

役場に出向かなくても、常に行政や地域などの様々な情報を確実・正確に得られる状態を
目指す。

行政全般について住民の理解を得、行政を円滑かつ公正に運営することを目的とする事業。広報にしはら（毎月発
行）や町勢要覧（約4年に1回発行）等を発行し、配布している。他にも、ホームページ、電光掲示板、行政区掲示板
やメールマガジン、ツイッター等で情報を発信したり、町民アイディア箱やメール、窓口相談で広聴活動をしている。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 住民参画型の行政の推進 女性行政・広報費

対象（何、誰のために）  全住民対象

総務費

中項目 住民参画型の行政の推進 総務管理費

担当課 企画財政課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 広報事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

- 226 -



事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

22 千円

【主な事業内容】

（1)さわふじチャンネル動画公開　【平成22年度公開件数　　124件】

（2）西原町メールマガジン「さわふじメール」の発行

(イベント情報メール：毎週木曜　子育て支援・健康づくりメール：毎週水曜　生涯学習だより「マナびん」1日・15日

５．事業費 （単位：千円）

21 22

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

県支出金 6,245

国庫支出金

事　業　費 - 6,245

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

役場に出向かなくても、常に行政や地域などの様々な情報を確実・正確に得られる状態を
目指す。

インターネットの普及により、動画で情報発信する自治体が増加している。本事業により西原町が有する情報や地
域資源を集中して動画コンテンツ化しデータベースとして整備することで、今後に西原町の観光ＰＲをはじめ、行政
情報の発信などを行う。また、西原町のさまざまな情報を、住民ニーズに応じて直接メールで配信するメールマガジ
ンを整備し、手軽に、確実に行政情報を入手する体制を整える。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 住民参画型の行政の推進 女性行政・広報費

対象（何、誰のために）  全住民対象

総務費

中項目 住民参画型の行政の推進 総務管理費

担当課 企画財政課 課長名 呉屋勝司
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 動画コンテンツ及びメールシステム開発事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 3

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

（単位：件） （単位：件）

（単位：人、世帯）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

13,895

財
源
内
訳

一般財源 - 12,192

その他特定財源 0 0

地方債

28

県支出金

国庫支出金 28

事　業　費 - 12,220 13,923

11,013 10,880

率 年度決算 年度決算

住民票謄抄本 26,534 26,273 戸籍数

12,810

戸籍附票（除） 1,453 1,486 戸籍人口 30,739 30,418

除籍謄抄本・原戸籍謄抄本 1,921 2,001 住民基本台帳世帯数

項目 H23.3.31

12,954

H22.3.31

戸籍謄抄本 5,589 5,298 住民基本台帳人口 34,613 34,494

離婚届 123 131

転籍届 171 146

587 496

死亡届 306

婚姻届 432 438 犯歴関係

241 印鑑亡失届

13,544 13,505

126 114

444 387

出生届 588 622 印鑑廃止

外国人登録事務取扱 1,753 1,782 税務関係（住宅家屋含む）

12,242 11,521

転出届 1,601

世帯主変更届 175 183 印鑑証明

1,605 印鑑登録

423 416

503 662

1,636 1,588

転居届 529 575 閲覧

転入届 1,447 1,542 外国人登録原票記載事項証明書

４．平成２２年度事業の成果

項目 22年度 21年度 項目 22年度 21年度

根拠法令等 戸籍法、住民基本台帳法、外国人登録法等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住居、印鑑、身分関係等の記録を適正に管理し、的確かつ迅速な事務処理に努める。

・戸籍の作成管理、届出の受理、記載等、戸籍抄本等の交付
・住民票の作成管理、転入・転出等の事務処理、謄抄本等の交付
・外国人登録、切替、証明発行等
・印鑑登録、証明書発行等

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 住民参加型の行政の推進 戸籍住民基本台帳費

対象（何、誰のために） 住民登録をしてる全住民、本町に本籍を有する者

総務費

中項目 住民参加型の行政の推進 戸籍住民基本台帳費

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 戸籍住民基本台帳事務事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 3

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

（単位：件）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

6,123

財
源
内
訳

一般財源 - 3,958

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 3,958 6,123

率 年度決算 年度決算

住基カード発行 318 247

広域交付 18 11

４．平成２２年度事業の成果

項目 22年度 21年度

根拠法令等 住民基本台帳法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住民基本台帳カードの普及を図り、電子自治体として機能を充実させ、行政事務の効率化
と町民サービスの向上を図る

・住民基本台帳カードの交付及び住民票の写しの広域交付
・転入転出の特例処理
・本人確認情報の利用

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 住民参加型の行政の推進 戸籍住民基本台帳費

対象（何、誰のために） 住民登録をしてる全住民

総務費

中項目 住民参加型の行政の推進 戸籍住民基本台帳費

担当課 町民生活課 課長名 新垣洋子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 住民基本台帳ネットワーク事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

1 節 項 1

1 項 目 6

２．事業の目的

３．事業の内容

21 26 千円

【主な事業内容】

①庁舎等複合施設設計者選定ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ審査委員会：平成22年6月24日～平成22年8月17日（3回開催）

②西原町庁舎等複合施設基本設計業務委託：平成22年9月3日～平成23年2月28日

③西原町庁舎等複合施設建設検討委員会：平成22年11月1日～平成23年1月17日（2回開催）

④西原町庁舎等複合施設基本設計各課ﾋｱﾘﾝｸﾞ：平成22年11月5・8・9日

⑤西原町庁舎等複合施設基本設計議員説明会：平成22年12月21日

⑥西原町庁舎等複合施設基本設計（案）ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ：平成23年1月5日～平成23年1月14日

⑦西原町文化協会による先進地視察（読谷村鳳ﾎｰﾙ・恩納村ゆうなﾎｰﾙ）：平成23年1月13日

⑧土地収用法に基づく事業説明会：平成22年5月28日

⑨譲渡所得等の課税の特例に関する確認（国税事前協議）：平成22年11月5日

⑩西原町庁舎等複合施設用地補償契約：平成22年11月15日～平成23年3月22日

５．事業費 （単位：千円）

21 22

32,766

財
源
内
訳

一般財源 - 144

175,400

その他特定財源 184,000

地方債 まち交90%
庁舎単75%

198,000

県支出金 0

国庫支出金 4/10 2,709

事　業　費 - 2,853 590,166

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住民や職員が安全・安心に利用できることや、事務の効率化と複数の公共サービスの一体
化を図る。

　まちづくり交付金事業を活用した複合施設（庁舎・保健センター・防災センター・地域交流センターの建設）
①庁舎
②保健センター
　西原町民の健康の保持増進を図るために、住民健診や乳幼児健診等の各種健診や予防接種・健康相談・健康教育・保健指
導などの幅　広い保健事業を実施する拠点施設
③地域防災センター
　災害時に被災住民へ迅速及び正確に情報を伝達する機能と備蓄倉庫等を整えた避難所として利用できる防災拠点
④地域交流センター
　「町民の文化・芸術活動等の創造・発表・鑑賞の場」「水準の高い芸術・文化を身近で享受できる場」「公的行事等の行える
場」」「活発なコミュニケーションの場」「障害者に対して十分な配慮のある場」であることを基本的な考え方とし、またその芸術空
間を中心として多くの町民が集い、懇談し安らぐことができ、あるいは新たなコミュニケーションが生まれる施設

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 0

小項目 住民参画型の行政の推進 企画費

対象（何、誰のために） 西原町民（行政の中枢機能及び情報発信の場なる）

総務費

中項目 住民参画型の行政の推進 総務管理費

担当課 庁舎等複合施設建設室 課長名 新川善裕
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 庁舎等複合施設建設事業 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 -

6 章 款 -

2 節 項 -

1 項 目 -

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

職員の定員管理 各年4/1現在

人 人

人 人

５．事業費 （単位：千円）

21 22

1,584,845

財
源
内
訳

一般財源 - 1,627,849

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 1,627,849 1,584,845

率 年度決算 年度決算

実績 212 実績 217

４．平成２２年度事業の成果

平成２２年度 平成２１年度

目標人数 212 目標人数 220

根拠法令等 地方公務員法、西原町職員の給与に関する条例 関連計画等 西原町集中改革プラン

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正化計画による定員管理を遵守しながら、国等の動向を踏まえ、給与の適正化を図る
(現職員数を維持するという前提で試算しています）

職員及び特別職の給与、報酬の支出
（給料＋手当＋共済負担金＋互助会負担金）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 効率的な行政運営の確立

対象（何、誰のために） 職員及び特別職

中項目 効率的な行政運営の確立

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 職員給与 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【庁舎光熱水費】 （単位：円）

【複写機等賃借料】 （単位：円）

【町民向け相談業務】

無料人権相談所の開設 ・・・ 年２回開催　６月（与那原町コミュニティセンター）、１２月（西原町役場第五庁舎）

無料法律相談所の開設 ・・・ 月１回開催　平成23年1月より開始し、平成22年度は３回開催（合計13名が相談）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

56,074

財
源
内
訳

一般財源 - 53,872

その他特定財源 1,774 1,437

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 55,646 57,511

率 年度決算 年度決算

複写機 3,869,396 3,537,977

印刷機 17,164 17,164

上下水道料金 913,255 897,660

項目 22年度 21年度

電気料金 15,397,809 14,820,918

ガス料金 187,415 162,421

４．平成２２年度事業の成果

項目 22年度 21年度

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正かつ円滑な執行を図る

・臨時・嘱託職員の社会保険料支出
・庁舎の光熱水費の支出
・職員が使用する複写機・印刷機・等事務機器管理及び経費の支出
・顧問弁護士、人権擁護委員に関する事業

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 総務事務

総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 総務事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

定年退職者 5 人

勧奨退職者 1 人

死亡退職者 1 人

合計 7 人

５．事業費 （単位：千円）

21 22

190,429

財
源
内
訳

一般財源 - 199,724

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 199,724 190,429

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度は、勧奨退職者等が2人いたので、一般職の特別負担金を14,164千円増額した。

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 沖縄県市町村総合事務組合の市町村負担金に関する条例 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

早期に退職者を把握することにより今後の財政計画に役立てることができる。

職員の退職手当の支給に要する費用並びに組合運営の経費に充てるため、普通負担金又は特別負担金を負担す
る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 退職手当組合負担金

総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 退職手当組合負担金事業（一般職・特別職） 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【職員採用試験の実施状況】

平成２３年度西原町職員採用候補者試験（一般事務職・保育士職・技術職・管理栄養士職）

第二次試験実施日　平成22年10月23日（土）（保育士職）　　　

第二次試験実施日　平成22年10月30日（土）（一般事務職・技術職・管理栄養士職）　　　

第二次試験実施日　平成23年2月26日（土）（技術職）　　　

５．事業費 （単位：千円）

21 22

366

財
源
内
訳

一般財源 - 364

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 364 366

４．平成２２年度事業の成果

第一次試験実施日　平成22年9月19日（日）　　受験申込者152人   受験者142人　（一般事務職・保育士職・技
術職・管理栄養士職）

第一次試験実施日　平成23年1月30日（日）　　受験申込者14人   受験者13人　（技術職）

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町職員採用規則 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正かつ円滑な執行を図る

・職員採用試験の実施

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 人事業務

総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 人事管理事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【職場健診の実施状況】

定期健康診断の実施日　平成22年7月30日（金）

定期健康診断受診者　135人（136人）うち胃がん健診受診者26人（16人）　

＊（　）内の人数は平成21年度の実績です。

５．事業費 （単位：千円）

21 22

1,253

財
源
内
訳

一般財源 - 1,220

その他特定財源 2 2

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 1,222 1,255

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 労働安全衛生法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

職員の健康を確保するため、健康診断を実施する。

定期健康診断の実施

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 職員、臨時職員、嘱託員

総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 福利厚生事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【沖縄県自治研修所委託研修】 【自主研修】

【その他研修】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

208

その他特定財源

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 - 239

事　業　費 - 239 208

受講者合計 55

率 年度決算 年度決算

その他 17

小計 52

政策（地域）プランナー養成研修 1 小計 2

行政法講座 2

民法講座 2

法制執務研修 2

市町村税務研修 2 ゆがふう塾 2

財務会計研修 1 研修名 受講者数

クレーム対応研修 1

交渉力・説得力強化セミナー 2

市町村職員管理者研修 5 小計 1

市町村職員監督者第1部研修 9

市町村一般職員第1部研修 3

市町村新採用職員研修 5 パソコン研修 1

４．平成２２年度事業の成果

研修名 受講者数 研修名 受講者数

根拠法令等 西原町職員等の旅費に関する条例 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

能力開発を推進し、人材育成に努める

・自主研修の実施
・研修会への職員派遣

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 職員

総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 職員研修事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【燃料費、修繕費の状況】 （単位：円）

【車輌】 （単位：円）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 車輌管理事業 事業種別

担当課 総務課 課長名 喜納昌義

総務管理費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 公用車

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 効率的な行政運営の確立

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

車輌の適正な維持管理を図る

・公用車１９台（うちリースが５台）の維持管理
・公用車の保険契約事務
・公用車駐車場の契約事務　（イオン琉球・ビック店）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 道路運送車両法 関連計画等

４．平成２2年度事業の成果

項目 22年度 21年度

燃料費 1,407,070 1,351,137

修繕費 564,918 625,287

項目 22年度 21年度 備考

乗用車 6 7 広報車含む

軽自動車 9 7

ピックアップ車 2 1 ﾀﾞｯﾄｻﾝ、ﾀｳﾝｴｰｽ

災害用車輌 2 2 ﾃﾞﾘｶ、ﾃﾗﾉ

計 19 17

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 5,694 5,216

県支出金

国庫支出金

地方債

5,216

財
源
内
訳

一般財源 - 5,694

その他特定財源

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【条例等の制定改廃状況】　（各年１月から１２月）

24 件 23 件

21 件 29 件

15 件 15 件

22 件 35 件

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 法制執務事務事業 事業種別

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

対象（何、誰のために） 町民その他行政運営において利益を享受する者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

法令等に基づいた適切な行政執行を目的に、条例等の整備を支援する

・条例等の制定改廃
・例規集及び例規データベースの整備

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 地方自治法第14条及び第15条 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

項目 21年 22年

条例制定改廃

規則制定改廃

規程制定改廃

要綱制定改廃

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 4,477 7,336

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 - 4,477

県支出金

7,336

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

18 千円

○月2回の自治会長会を開催し、行政機関等からの事務連絡及び事業の周知、募金活動依頼を実施

　(以下、事業の成果のを列挙します。）

　・町広報紙、議会だより、社協情報誌「福丼」、等の配布　（毎月）

　・民生委員・児童委員一斉改選に伴う委員の推薦依頼、さとうきび病害虫防除用農薬配布依頼 （４月）

　・青少年健全育成協議会総会への出席依頼、住民検診への協力依頼、赤十字社資募集協力 （５月）

　・国政調査員の推薦依頼、母子寡婦福祉会員募集依頼 （５月）　夏の交通安全実施説明会参加依頼 （６月）

　・社明大会（西原町開催）への協力依頼、衆議院選挙公報の配布依頼、九州地区公民館大会参加依頼（県内）　（７月）

　・「サトウキビ夏植え」に関する申請への協力、中部地区さとうきび増産推進大会への参加依頼　（８月）

　・国勢調査への協力依頼、西原町畜産共進会への参加依頼、秋の交通安全推進協議会への参加依頼 （９月）

　・赤い羽根共同募金運動「戸別募金」への協力依頼、結核予防複十字シール募金運動への協力依頼 （１０月）

　・さとうきび共済加入促進への協力依頼、赤い羽根共同募金「戸別募金」への協力依頼 （１１月）

　・成人式への参加依頼、新春のつどいへの参加協力、農業委員会委員選挙登録への協力依頼　（１２月）

　・成人式特別巡回指導への協力依頼、西原町功労者表彰への参加協力について　（１月）

　・緑の羽根共同募金への協力依頼、春植さとうきび申請への協力依頼　（２月）

　・地域福祉活動資金造成事業への協力依頼、東北地方太平洋沖地震における義援金への協力依頼　（３月）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

55,445

財
源
内
訳

一般財源 - 55,022

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 55,022 55,445

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 西原町事務委託要綱 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

行政機関及び公的団体等からの事務連絡等を迅速に町民へ周知を行うとともに、町政を円
滑に運営する。

・1月に2回、行政区自治会長事務連絡会の開催
・町民に対する行政からの事務連絡及び、西原町社会福祉協議会、西原町シルバー人材センター、日本赤十字な
どの公的団体等に対する協力を事務委託することで、町政を円滑に運営する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 住民その他の行政運営において利益を享受する者

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立 総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

小項目 効率的な行政運営の確立 一般管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義

事業名 自治会事務委託事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事務個別表事務個別表事務個別表事務個別表

１．事業名等

会計 1

6 章 款 2

2 節 項 1

1 項 目 5

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な修繕箇所】

【平成22年度総修繕額】　…　２，２３５，３８２円

・　空調設備修繕（企画財政課）　…　681,975円

・　電話設備修繕（町民生活課、企画財政課電算室、庁舎建設、産業課、土木課、税務課）　… 334,950円　　

・　電気工事関係（町民生活課）　…　203,962円

・　照明設備関係（学校教育課、健康推進課）　… 177,450円

・　庁舎建物修繕

　 →　トイレ修繕（本庁舎2階男子トイレ・1階女子子トイレ）　…　177,450円

→　庁舎修繕（第5庁舎屋根、副町長室、他）　…　284,100円

→　庁舎自動ドア（本庁舎、第３庁舎）　…　367,500円　　

・　その他修繕

　 →　その他修繕（ブラインド・給湯器）　…　7,995円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

4,151

その他特定財源 4,546 5,554

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 - 4,654

事　業　費 - 9,200 9,705

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正な維持管理により、より良好な職場環境の確保する

・庁舎の警備委託
・各設備の保守点検業務
・補修、修繕
・敷地内清掃

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 住民参加型の行政の推進 財産管理費

対象（何、誰のために） 庁舎

総務費

中項目 効率的な行政運営の確立 総務管理費

担当課 総務課 課長名 喜納昌義
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 行財政の確立

事業名 庁舎維持管理事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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